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大地震が加速した「ネパール憲法 2015」
の制定とその後の政治的混乱
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概　　況
　2015年のネパールは，積年の課題である憲法制定をめぐる与野党の攻防戦で幕
開けした。第 2次憲法制定議会（憲制議，立法議会［立法議］を兼ねる）で多数を
占める連立与党は，票決による憲法制定方針を貫こうとした。対する野党は，憲
制議外の政党勢力とも手を組み，合意による憲法制定方針で対抗した。両者歩み
寄りのないまま 1月22日の憲法制定期限が超過し，その後さらに憲制議の内外を
舞台に政党の抗争が 3カ月以上も続いた。 4月25日に発生したゴルカ地震は与野
党に戦術転換の好機を与え，政治情勢は大きく動き出した。与野党は， 6月 8日
に反対勢力の抵抗を押し切って憲法草案の基本合意を結び，憲制議における議決
を経て， ₉月20日に「ネパール憲法2015」の制定にこぎつけた。けれども，新憲
法が自らの要求に応えていないとするマデシ（インド系ネパール人）の政治勢力は，
インド国境から首都圏に至る通商路を遮断する交通ストを決行した。インドは国
境地域の治安対策を理由にネパールへの物流規制を開始し，ネパール政府に対し
て国内反対勢力との合意による憲法問題の解決を迫った。この混乱のさなか，新
憲法の規定によりオリ新連立政権が誕生した。しかし，新首相の対応は鈍く，市
民生活は燃料，医薬品，生活物資の不足による疲弊と混乱に陥った。
　長期にわたる政治的混乱，大地震による多数の人命と経済基盤の損失，インド
による物流規制のため，2015/16年度の経済成長率は当初予測の 5 ％台からマイ
ナスになる見通しとなった。震災後の救援，復旧，復興活動は，政治的混乱，政
府のガバナンス欠如，地方制度の欠陥などにより遅々として進まなかった。
　インドと中国は，ほかの国際社会とともに，震災直後の救援活動で目覚ましい
貢献を果たした。しかし，ネパール・インド関係は，憲法制定後のインドによる
物流規制により最低水準に陥った。政府は石油エネルギーの供給源の多角化を図
るため，中国に働きかけることにした。

2015年のネパール
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国 内 政 治

憲法制定期限（ 1月22日）をめぐる攻防
　憲制議は，新憲法の制定期限を，発足（初招集日2014年 1 月22日）から 1年以内
とする自主的な決定を下し，草案策定作業を進めてきた。しかしながら， 4争点
（連邦制，政治体制，選挙制度，司法制度）をめぐって与野党の対立は解けなかっ
た。さらに， 1月22日の期限が迫るにつれ，憲法草案の内容に加えて決定の方法
をめぐる対立も表面化してきた。
　ネパール国民会議派（NC）とネパール共産党統一マルクスレーニン主義派
（CPN-UML）を中心とする連立与党は，憲制議で 3分の 2を上回る勢力を有する
ため，一方で票決による憲法制定方針を堅持しながら，他方では野党との対話の
姿勢を保持し続けた。統一ネパール共産党毛沢東主義派（UCPN-M）を中心とする
野党は，票決を断固として拒否し，政党合意による意思決定を規定した2006年包
括的和平協定や2007年暫定憲法を拠りどころに，激しく抵抗した。
　憲制議のネムワン議長は，自らの手腕が問われた第 1次憲制議解散の轍を踏ま
ないよう，遅くとも 1月22日までに憲法草案をまとめあげて憲制議に提出するこ
とを当面の目標にしていた。そこで，議長職権の強化による憲法草案策定か，政
党合意によるそれかを，与野党に迫る戦術に出た。憲制議は，合意委員会（憲制
議内の憲法関連 5委員会のひとつで，主要争点の解消が目的）に対して，最後の
調整の機会として，すでに提出されている報告書（争点両論併記）を差し戻し，改
めて 4争点について合意案をまとめるか，それが不可能な場合は争点解消票決議
案の策定を指示した。合意委員会は与野党の主だった議員が委員に就任していた
ため，委員会の議論は憲制議の与野党対立をそのまま反映したものとなり，合意
に達することは本来的に無理があった。委員長に就任していた UCPN-Mのバッ
タライ元首相は委員会審議で多数決を回避してきたため，結局，差し戻されたも
のからまったく変更のない合意委員会報告書がネムワン議長に再提出された。
　この結果，与党やネムワン議長には，合意委員会で決着のつかなかった争点に
ついて憲制議議員の多数決を取り，それに基づいて憲法草案の策定作業を促進す
る手はずが整った。多数決の強行に反対の UCPN-M率いる同党を含む憲制議内
1₉政党および憲制議外11政党を合わせた30党は，当然のごとく街頭抗議行動に
走った。かくして混乱のうちに憲法制定期限は超過し，コイララ首相は 1月23日
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にテレビ演説で憲法制定に至らなかった経過を国民に報告した。

票決と合意のせめぎあい
　ネムワン議長は，野党の反対を押し切って憲制議に「憲法争点票決議案作成委
員会」を設置した。同委員会は，定員73人のうち野党委員26人が常に欠席したた
め，連立与党議員47人だけの審議に終始した。そして， 2月 ₉日，ネムワン議長
に対して票決議案232項目を盛り込んだ報告書を提出した。これ以降，連立与党
が多数決強行策に出たため，野党はこれ以上の協議は無駄とし，街頭抗議行動を
いっそう強化させ， 2月28日に憲法票決反対大量動員集会を決行した。
　しかしながら，従来とは異なり，道路封鎖を伴う交通ストやデモ隊の暴走に対
する市民団体やネパール商工会議所連合会などの経済団体からの非難が高まった。
そのため，UCPN-Mは30党が計画した 4月上旬の 3日間連続ストを初日で中止
せざるをえなくなった。この時期，UCPN-Mは別の問題も抱えていた。 2月26
日に最高裁判所が下した「真実究明 ･調停委員会および行方不明者調査委員会
法」の一部無効判決により，反政府武装闘争（1₉₉6～2005年）に係る犯罪事件の一
括特赦が認められなくなる可能性が生じたからである。UCPN-Mは，同判決は
包括的和平協定の精神に反するとしたが，野党の立場にあるため，コイララ首相
に判決無効を働きかけるほかに手がなかった。
　闘争から協調へ方針を軟化させざるをえなくなった UCPN-Mは， 4月20日，
NCおよび CPN-UMLとの間で，与野党合意事項から先に起草委員会に回付する
ことで合意した。これは，憲法草案策定作業 3カ月の中断の終了ならびに合意に
よる決定の推進に寄与する点から，重要な決定であった。当初，連立与党は順次
起草方式を，野党は一括合意後の起草方式をそれぞれ主張していた。野党は，連
邦制が反古にされることがないよう，ほかの条項をいわば人質に取る戦術を採っ
ていたからである。

大地震とその政治的影響
　 4月25日の午前11時56分，首都カトマンドゥの北西76キロメートルのゴルカ郡
を震源とするマグニチュード7.8（アメリカ地質調査所）の「ゴルカ地震」が発生
した。その後も余震が続き， 5月12日にはマグニチュード7.3の大きな余震に見
舞われ死傷者が出た。地震の影響は全国75郡のうち31郡に及び，また被害がとく
に大きかったのは中央部の13郡と西部の 1郡であった。この地震による死者は合
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わせて87₉0人，負傷者は 2万2300人，行方不明者はおよそ300人に上った。
　この大地震の発生後，与野党は地震災害対策を契機にして，挙国一致政府の設
立が重要との意見で足並みをそろえた。問題の焦点は，どの政党の誰がリーダー
シップをとるかであった。 1月22日以降，街頭抗議行動に訴えてきた UCPN-Mは，
4月になって憲法論議に参加して実を取る協議路線への方向転換を模索しつつ
あった。UCPN-Mにとって政権に参入する途は，NCと CPN-UMLの連立政権を
切り崩すか，もしくは割って入るかのいずれかであり，挙国一致政府の樹立はそ
のための格好の切り札になった。CPN-UMLには，政権バトンタッチの近道がで
きる思惑があった。しかし，コイララ首相は自らの政権における新憲法の制定に
こだわり続けた。そこで，次期政権の樹立を見越した憲法制定を急ぐことが
UCPN-Mの戦略に合致した。後に流布した NC，CPN-UML，UCPN-M（ 3党）の
密約説では，大統領ポストは NC，副大統領ポストはマデシ人権フォーラム（民
主）（MJFD），首相ポストは CPN-UML，議長ポストは UCPN-Mに，それぞれ割
り振る合意がなされていた。

16項目合意
　与野党は憲法制定と政権交代に向けて活発な動きを展開し， 6月 8日， 3党と
MJFD（ 4党）は憲法制定に関する16項目の合意に署名した。その内容は表 1のと
おりであり，与野党がこれまで主張してきた憲法争点に関する妥協の産物にほか
ならない。とくに注目すべき点は，連邦 8州制に関する合意事項で，州の名称は
州議会の決定に委ねる一方，州の区割りは憲法制定後に連邦委員会が作成した案
を連邦代表議会の 3分の 2以上の賛成をもって承認するとした点である。合意の
内容はともかくとして，主要政党が2008年の第 1次憲制議発足以来， 7年以上も
合意のできなかった（あるいは，合意しなかった）問題について，大震災以後わず
か 8週間足らずで合意に達したこと自体が，ネパール憲政史上の画期的な出来事
となった。
　憲法に連邦州の規定（州の数，州の境界線引き，州名など）を盛り込むことに
よって民族主義連邦制を確実にすることを長らく主張してきた統一マデシ民主戦
線（UDMF。タライマデシ民主党，マデシ人権フォーラム［ネパール］，友愛党，
タライマデシ友愛党で結成。いずれも憲制議に議席を有する一方，街頭抗議運動
を激しく展開した）は，この 4党の連邦制に関する合意はまったく受け入れられ
なかった。そのため，16項目合意の成立を境に，UCPN-Mが先導してきた30党
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は UCPN-M支持グループと反対グループとに分裂する危機を迎えた。
　この政党合意の違憲判断を求めてマデシ社会運動家が起こした違憲提訴に対し
て，最高裁判所は， 6月1₉日，2007年暫定憲法に違反するとして16項目合意の履

表 1　16項目合意1）

1 ネパール連邦民主共和国に，民族性 5要因および経済自立性 4要因に基づき，8州を置く。

2 州議会が 3分の 2の多数決により州の名称を決定する。

3 連邦政府は，連邦委員会を設置し，任期 6カ月の同委員会が州の区割り推薦案を作成し，
最終的に代表議会（立法議会）の 3分の 2以上の多数決に基づき州の区割りを決定する。

4 国会は代表議会および国民議会（上院）の 2院制とする。州に 1院制の州議会を置く。

5 代表議会選挙は，定員275人，地理および人口に基づく小選挙区定員165人，比例区定員
110人とする。

6 国民議会の定員は45人とし，うち40人は各州平等に選出し， 5人は閣僚会議の推薦に基
づき大統領が任命する。

7 国家運営は連邦民主共和複数政党制とし，代表議会の多数党または複数政党の支持を得
た者が首相に就任する。

8 憲法上の大統領を置き，連邦議会議員および州議会議員による選挙で選出する2）。

9 新憲法発効後，正副大統領，首相，正副議長選挙を，移行規定に基づき代表議会が行う。

10 次回代表議会選挙まで，移行規程による立法議会が，首相選挙，信任投票，不信任決議，組閣，ならびに正副大統領・首相・正副議長の問責決議を行う。

11 独立，公正，効果的な司法制度を，司法の独立の概念に基づいて設ける。

12 最高裁判所は記録裁判所とし，最終的な憲法解釈の権限を有する。

13 憲法裁判所を設置し，州と中央政府，州間，州と地方間，代表議会・国民議会・州議会
選挙に係る裁判権を保持する。憲法裁判所は上記の事項について最終判断を行う。裁判
官は，最高裁判所長官を長とし，最年長最高裁判所判事 2人および最高裁判所判事資格
保有者 2人で構成する。任期は新憲法発効から10年とする。

14 司法協議会の設置規定を2007年暫定憲法と同様に設ける。

15 憲法策定作業を，連邦制・政治体制・選挙制度・司法制度に関するこの基本的合意に基づいて執り行う。

16 地方選挙をできる限り早急に実施し，人々の代表と参加を強化する。

（注）　 1） この合意の署名者は，スシル・コイララ（首相，NC総裁），KP・シャルマ・オリ（CPN-UML
委員長），プシュパ・カマル・ダハール（UCPN-M議長），ビジャイ・クマール・ガッチャ
ダール（マデシ人権フォーラム〔民主〕委員長）の4人で，日付は2015年 6月₉日である。

 　 2） UCPN-Mは，国会および大統領制について異なる意見を有する。これにかかわらず
憲法起草作業を進める。

（出所�）　http://Kathmandupost.ekantipur.com/printedition/news/2015-06-08/what-prepared-
parties-for-deal.html より筆者作成。
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行を差し止める仮処分を下した。マデシ政治勢力はこの判決を歓迎し，連邦州の
構成を憲法制定前に決定するよう政府に働きかける勢いを得た。

憲法の草案から法案へ
　憲法草案の起草作業は16項目合意によって加速され， 6月2₉日，憲制議に草案
が提出された。翌日から約 1週間の審議を経て， 7月 7日，憲制議はそれを承認
した。その後，憲制議は 7月 ₉日から15日間の憲法法案作成期間を設け，全国75
郡および240小選挙区などで憲法草案の公聴会を開催することにした。
　公聴会の開催期日は 7月20日と21日の 2日間でしかなかったが，政府はこの両
日を休日にする措置をとった。草案の内容に不満を抱く勢力による妨害のため公
聴会が流会となった会場もあり，また草案公表から公聴会までの期間や公聴会の
期間の短さを指摘する声も強かった。それでも，インターネットによる意見の募
集も受け付けられたため，国内外から合計18万6₉46件に上る意見が寄せられた。
憲制議は 7月27日までにこれらの意見の取りまとめを終え，2₉日に合意委員会に
回付して憲法草案を修正した憲法法案を策定する段階に到達した。法案策定過程
で，16項目合意で示されていた 8州案に対する異論（NCは 5州案，CPN-UMLは
7州案，UCPN-Mは 6州案をそれぞれ主張）がなお強いことから，憲制議は合意
委員会に対して連邦制に関する意見の再検討を指示した。合意委員会は，例に
よって特別タスクフォースを設置し，公聴会の結果もふまえて， 6州案を盛り込
んだ草案修正意見報告書を憲制議に提出した。これを受けて起草委員会は法案策
定を急いだ。それでもなお，州の数と区割りは紛糾し続け， 3党は 8月21日に 7
州案で再合意することになった。憲制議における憲法法案の審議は 8月23日から
開始され， 8月30日に終了した。
　憲制議における一連の議事のたびに，草案に反対の UDMFは審議妨害に及ん
だが，ネムワン議長は作業工程推進の手綱を緩めなかった。また，これとは別に，
政府と 3党は，憲法草案に反対して街頭抗議行動を展開している UDMFやタルー
（タライ西部地域の原住民）勢力を協議の場に誘う試みを再三にわたって行った。
協議は行われたものの，双方の主張に隔たりが大きく，成果は乏しかった。
　憲法法案に対する修正意見への対応として，改正案の提出が ₉月 5日まで受け
付けられた。 3党，MJFD，国民民主党（ネパール），憲制議の少数民族議員，マ
デシ議員，タルー議員，産業界を代弁する議員，女性議員，個人など，さまざま
な議員とそのグループが，それぞれの主張を盛り込んだ憲法法案の改正案を憲制
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議に提出した。憲制議外では，女性権利拡大キャンペーンが女性差別条項の修正
を，国際透明性委員会ネパール支部が良い統治と腐敗防止を求める20項目改正提
案メモを，それぞれ公表した。

新憲法の誕生
　憲法法案が憲制議に提出されその条文が明らかになると，UDMFなどは連邦
制の規定案にますます不満を募らせ，街頭抗議行動をなおいっそう強化させた。
これに対して，政府はマデシの要求を真摯に受け止めるよりも，武装警察や国軍
を投入して力で抗議運動を押さえ込んだため，逆に火に油を注ぐ結果を招いた。
事態を憂慮したヤダヴ大統領は国民合意の憲法の観点から，コイララ首相やネム
ワン議長，主要政党の党首に対して，憲法法案の採決延期と反対勢力との協議に
よる問題の解決を求めた。しかし，コイララ首相には， ₉月下旬の国連総会出席
やその後の NC党大会の政治日程の都合で憲法制定を急ぐ事情があった。また，
UDMFの要求は憲法制定後の改正で対処できるとの判断もあった。
　ネムワン議長の指揮する憲制議は，採決延期を求める声をよそに， ₉月13日か
ら16日にかけて憲法法案の逐条採決を行った。時間節約のため，票決は投票では
なく挙手で行われた。その結果，憲制議の現員5₉8人のうち，賛成532人，棄権60
人，欠席 5人，議長 1人で， 3分の 2以上の多数の賛成により憲法法案は可決成
立した。慣例により，憲法文書への憲制議議員の署名を経て， ₉月20日，ヤダヴ
大統領が新憲法の制定を公表した。
　新憲法の規定で，16項目合意と大きく異なる点は，連邦州の区割りと数である。
すなわち，その後の合意委員会や 3党の首脳会議での調整の結果 7州制が境界も
含めて規定され，連邦委員会が州の名称（案）を作成すると定められた。これに伴
い，上院の定数は州選出議員56人（ 8人× 7州）に大統領任命議員 3人を加えた
合計5₉人になった。また，2007年暫定憲法で謳われていた男女平等主義の後退
（男性原理に基づく子の国籍付与）や，包摂主義の後退（人口以外の条件も含めた
選挙区割りなど）などの問題を残した。

オリ連立政権の発足と女性大統領および議長の誕生
　 3党の首脳は，新憲法の規定（大統領は憲法制定の日から 7日以内に代表議会
［立法機関］を招集する）に従い，新政権の発足に取り掛かった。コイララ首相は，
₉月23日から10月 3 日まで国連総会に出席し帰国後に首相を辞任することで党内
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調整を図った。CPN-UMLは，コイララ連立政権発足時に NCと結んだ新憲法制
定後の政権移譲の紳士協定を基に，UCPN-Mも取り込んだ 3党連立政権を10月
第 1週目に発足させる目論見であった。UCPN-Mは，オリ CPN-UML委員長を
首班とする政権に参加する意向を固めていた。しかし， ₉月22日に開かれた 3党
首会談は，UDMFによる抗議行動が続くタライの危機的状況およびインドがそ
の前日から開始した非公式な物流規制に対する対応策の検討に追われた。また，
国連総会出席時にモディ・インド首相と会談する機会がないかぎり，コイララ首
相のアメリカ出張は中止することで合意した。
　10月 2 日，コイララ首相はヤダヴ大統領に首相選出手続きを開始するよう要請
した。NCは，CPN-UMLとの紳士協定に反して独自候補者を立てることになり，
立法議のマデシ議員（合計57人）に支持を働きかけた。NCがコイララ総裁の立候
補を決定したのは投票前日の10月10日であった。CPN-UMLは，UCPN-Mと14項
目の政策協定を結んだほか，この両党はMJFDと 8項目の政策協定を結んで票
固めを図った。
　首相選挙は10月11日に行われ，338票を獲得したカドゥカ・プラサッド・シャ
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ルマ・オリ CPN-UML委員長（1₉52年生まれ）が，マデシ議員の支持を得て24₉票
を集めたコイララ NC総裁を抑えて，首相の座を獲得した。オリ新首相は，12月
24日までに 4回にわたって閣僚を増員し，歴代第 3位となる合計40人（副首相 6
人）の大規模内閣を誕生させた。新憲法は大臣の人数を25人までと規定しており，
最高裁判所はオリ首相に対して閣僚人員超過理由書の提出を求めた。
　立法議の正副議長選挙は10月16日に行われた。憲制議で副議長に就任してきた
オンサリ・ガルチ・マガール UCPN-M議員とネパール労農党のアヌラダ・タ
パ・マガール議員の 2人が立候補した。途中で後者が立候補を取り下げたため，
オンサリ・マガール候補が全会一致で議長に選出された。かつて反政府武装闘争
の先頭に立ってきた女性闘士の議長就任となった。続く副議長選挙では，国民民
主党（ネパール）のガンガ・プラサッド・ヤダヴ議員の立候補者のみとなったため，
全会一致で同議員が選出された。
　大統領選挙は10月28日に行われた。投票結果は，CPN-UML副議長のビダヤ・
デヴィ・バンダリ議員が327票を獲得し，NCのクル・バハドゥル・グルン議員
の214票を抑えて，ネパール民主共和国第 2代大統領に選出され，ネパール初の
女性大統領の誕生となった。10月31日には，ナンダ・バハドゥル・プン
UCPN-M議員が，アミヤ・クマール・ヤダヴ NC議員を抑えて副大統領に選出
された。大統領と議長に女性議員が選出されたことは，新憲法によってネパール
は変わったことを示す何よりも明白な事実となった。

タライ危機とインドの非公式物流規制
　タライ（ネパールとインドの国境に沿う低平地）の東部はマデシが多く住み，西
部は原住民のタルーが多く居住する。そのタライでは，ヒンドゥー高位カースト
による特権的支配の下で長年にわたり差別され続けてきたマデシやタルーの強い
感情が横たわっていた。2007年以降のネパールの民主化により，連邦主義や包摂
主義に基づくマデシやタルーの自治要求運動が活発化した。そして，タライだけ
の連邦州の設置や人口規模を反映した選挙制度および国家機関への参加枠の設定
などの要求を掲げて，街頭運動を展開してきた。
　新憲法の制定作業が具体化しはじめた 6月段階から， 3党が推し進める連邦制
に不満の声を高めてきたタライの政治勢力は，これまで以上に強力な街頭実力行
動に打って出るようになった。政府は，憲制議などの表舞台における政治的駆け
引きとは裏腹に，タライの抗議行動に対して治安部隊を投入し力で押さえ込むば
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かりで，協議の場を設ける努力はコイララ，オリ両政権を通じてきわめて限られ
たものでしかなかった。 8月24日，西部タライのカイラーリ郡下でタルー勢力と
治安部隊とが衝突し，警官 8人を含む ₉人が死亡する事件が起きた。この事件を
契機に，タライの抗議運動は，地方的な街頭行動から次第に首都圏を標的にした
交通路遮断ならびに政府機関の閉鎖という実力行動へと突き進んだ。このため，
タライの社会情勢は悪化の一途をたどった。UDMFの運動員と治安部隊の衝突
事件により， 8月と ₉月の 2カ月間の死者は双方合わせて45人に達した。
　ネパールの憲法制定の過程ですべての関係者の最大限の合意を繰り返し求めて
きたインドは，その効果もなく憲法制定に及んだネパールに対して， ₉月21日，
インド国境を通過する石油製品などの重要生活物資を搭載した車両の通行規制を
開始した。タライの治安情勢をさらに悪化させないためというのが，表向きの理
由であった。この非公式の物流規制が長引くにつれ，燃料，医薬品，食料の不足
が首都圏を含む各都市部で深刻化し，家庭用燃料不足，交通機関の運行制限，医
療機関の診療停止など，市民生活に深刻な影響が及んだ。原料不足で操業停止に
追い込まれたタライの工場からは失業者があふれ，長引く休校措置の影響は国連
児童基金の推計で160万人の生徒に及び，また外国人観光客の来訪も激減した。
　コイララ政権の末期とオリ政権の発足期に当たった政府は，UDMFなどの要
求を一部反映した憲法改正案（10月 7 日立法議提出法案の修正法案を12月15日に
立法議再提出），対マデシ政党 3項目の提案と公式協議の呼び掛け（12月21日），
憲法普及キャンペーン（12月 7 日から 1カ月間），対インド規制撤廃の要望（11月
₉ 日特別閣議決議），石油製品の配給制の導入と薪の販売，中国に対する石油援
助要請（12月26日長期供給協定署名），中長期的エネルギー対策の検討などに取り
組んだが，直ちに効果が期待できる手立てに乏しかった。

経 済

国内生産の動向
　2014/15年度（年度当初 8カ月間，以下同様）の実質国内総生産は6₉03億ルピーで，
1人当たり所得は 2万6834ルピー（約762ドル）であった。経済成長率は当初5.0％
と予測されていたが，天候不良による農業生産の不調およびゴルカ地震の影響に
より3.0％に低下する見込みとなった。部門別成長率は，農業が1.9％，製造業が
2.6％，サービス業が3.6％と推計されている。
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　農業部門の国内総生産に占める割合は，2014/15年度は32.12％で，対前年度比
1ポイント低下した。同年度の主要穀物生産の動向は，コメの作付面積が降雨量
の低下により減少したため前年度より25万8000トン少ない478万8000トンであっ
た。トウモロコシの生産量は降雨量の低下と病虫害の発生のため224万5000トン，
対前年比で 3万8000トン，6.0％の減少となった。小麦の生産量は，東部の主要
産地が気象条件に恵まれ，対前年度比 6万2000トン，4.9％増の1₉7万5000トンで
あった。このため，インドからのコメ輸入が増加し，2014/15年度の輸入金額は
対前年度比33％増の22億4800万ルピーとなった。
　海外出稼ぎは堅調に推移しており，2014/15年度には合計36万4740人（うち女性
1万5₉3₉人）が海外就労のため，マレーシアや中東産油国などへ出発した。同期
間の海外からの送金総額は3710億ルピーに上った。

大震災の被害と復興対策
　「ゴルカ地震」による物的被害は，住宅の全壊が50万7017棟，半壊が26万₉1₉0
棟に達したほか，民間資本ストックや公共施設，社会インフラ，文化資源に多く
の損失が発生した。政府の「被災後の復興ニーズ調査」によれば，損壊額は全体
で5174億ルピー，遺失額は同じく18₉0億ルピー，合わせて7065億ルピーに上った。
また，外国人観光客の激減，および教育施設や医療施設の破壊による就学不能や
医療サービスの休止が，大きな問題となった。さらに，大震災は，国連ミレニア
ム開発目標の最終年にネパールの貧困人口比率を2.5～3.5ポイント押し上げ，実
数でおよそ70万人増加させた。
　震災復興は，被災地までの交通条件の未整備や欠如もさることながら，郡より
下位の地方自治制度が機能不全のため，被災者の実態把握と必要物資の配給がで
きないという問題に直面した。また，復興事業の総合調整に当たる政府機関の設
置の遅れが，支援活動の迅速な実施の足かせとなった。コイララ政権時代に復興
庁の設置が試みられたが野党の反対で法案提出に至らず行政命令による設置と
なったものの，さらにその長官人事で野党側に反対され，結局，オリ政権下の12
月16日に法案成立となり，復興基本計画の策定公表は年明けに持ち越された。政
争の原因は復興庁が莫大な復興援助資金の配分に影響力をもっていたことである。
　ネパールでは，この大災害を契機に市民によるボランティア活動や市民組織に
よる公正な救援物資配給活動の監視，あるいは海外で経済活動に成功している在
外ネパール人協会などの団体による大規模な住宅再建事業の提案など，市民社会
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による支援活動が目立った。

インドによる非公式物流規制の影響と対応
　内陸国ネパールに対するインドによる（非）公式物流規制はたびたび起こる問題
であるが，2015年は国内の政治勢力による首都に通じる道路封鎖を伴ったため，
その影響は経済危機と呼べるほど深刻化した。中央銀行は，2015/16年度の経済
成長率の推計を見直し，マイナス0.9％に下方修正した。
　政府は，11月24日，「現下の経済情勢および政府の対策」と題する経済白書を
公表した。そのなかで，食料とエネルギー不足の深刻化による闇取引の横行を指
摘した。食料対策では，耕作放棄地の活用と契約栽培の促進を強調した。また，
エネルギー関連では，水力発電の促進，電気器具・トロリーバスの利用促進，代
替エネルギー開発，石油製品の備蓄体制の整備などを強化するとした。

その他の経済政策
　ネパールの食料穀物輸入は，農地転用の増加，若者にとっての農業の魅力低下，
海外出稼ぎの増加などを理由に，増加傾向にある。政府は11月に既往の「農業展
望計画」に代わる「農業開発戦略」（期間20年，前期10カ年行動計画）を公表し，
農地改革，農民の権利，農業貿易，ジェンダーの平等，食料主権の確立などを重
点分野に指定した。また，農業者年金制度を発足させるとした。
　環境対策が執り行われるようになり，プラスチック袋の使用禁止とその適用地
域は首都から開始し，順次拡大することになっている。年度後半の経済危機も手
伝い，石油から電力への転換促進のため，ハイブリッド車の普及と代替エネル
ギー開発の促進が重要政策課題に取り上げられるようになった。

対 外 関 係

対インド関係
　インドは，国民の合意に基づく新憲法の制定を理由に，憲法制定の工程の節目
ごとにネパール政府とその関係者に対して，さまざまな影響力を行使してきた。
そのため，モディ首相（オリ首相との電話会談），スワラージ外相，ジャイシン
カール外務次官，ラエ駐ネパール・インド大使らが，ヤダヴ大統領とコイララ首
相のほか， 3党の首脳や UDMFの指導者とも頻繁に接触を重ねた。また，有力
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政党の実力者をインドに招くことも怠らなかった。
　実際，憲法制定前は，UDMFの要求はインドの要求でもあるとの立場をネパー
ル政府に伝えたほか，マデシ政党との合意のために憲法制定期限の延期をネパー
ル政府に要請した（ ₉月18日）。憲法制定後は，非公式物流規制を背景に，コイラ
ラ政権にマデシ政党の要求を反映した憲法改正を要求したほか（10月 7 日法案提
出），10月11日の首相選挙ではコイララ総裁を擁立する工作を仕掛けた。さらに，
対マデシ 3項目提案の斡旋（11月21日）にも努めた。
　インドは，その意思に反してネパールが憲法制定を推し進めたことに対して，
非公式物資流通規制による内政干渉にも等しい行為に及んだ。その結果，2014年
の来訪時に急上昇したネパール国内のモディ・インド首相に対する人気は，2015
年 ₉ 月下旬以降どん底にまで落ち込んだ。
　インドによる非公式な物流規制によって10月になると市民生活が危機的状況に
陥り，ネパール国内では人道的危機をもたらしたインドの行為を非難する論調が
目立った。同時に，国際社会からインドに対する非難の声が上がることが期待さ
れた。しかし，ネパール・インドの二国間問題とする国際社会の反応は冷たく，
ネパールの期待に対して沈黙し続けた。人道的問題として最初に声を上げたのは
カトマンドゥ駐在の欧州連合（EU）代表部で，基礎的物資の供給不足がネパール
経済に及ぼしている深刻な影響に対する懸念を表明した。
　世界で，インドによる物流規制に対していち早く反応を示したのは，ロンドン
やジュネーブ，ニューヨーク在住のネパール人であり，連携してインドの物流規
制撤廃を呼び掛けた。とくに，ロンドン在住のネパール人は，モディ・インド首
相が11月12日から 3日間イギリスを訪問した際，直接的な抗議行動を行った。イ
ンドはこの時のネパール人の参加人数を本国に報告するなど，神経をとがらせた。
キャメロン ･イギリス首相とモディ首相は，11月12日に発表した共同声明で，
（1）ネパール憲法は永続的かつ包摂的解決が重要であり，残された問題の解決に
よって政治的安定および経済成長がもたらされること，および（2）復興庁による
震災復興の早期開始，の 2点を強調した。
　11月13日，モディ首相はロンドンでイギリス在住のインド人に対して演説し，
ネパールの水資源によるインドの農村電化大計画を訴え喝采を博した。この
ニュースがイギリス国内で報道されると，インドの物流規制のねらいはネパール
の水資源確保という声がイギリス在住のネパール人の間で広まった。
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対中国関係
　ネパールと中国は2015年に国交樹立60周年を迎え， 3月にヤダヴ大統領が中国
を訪問し習近平国家主席と会談した。同じ時期に中国共産党の招きでダハール
UCPN-M議長も中国を訪問した。ゴルカ地震直後には，中国はインドと援助競
争を演じ，統一色に彩られた避難所を設けるなど，ひときわ目立つ活動を行った。
　インドによる物流規制を契機に，石油エネルギー供給源の多角化を図るため，
ネパールは中国に対して石油，軽油，液化天然ガスの供給を要請した。中国は即
座に贈与として石油を提供し，11月 1 日，タンク車がカトマンドゥに到着すると
市民から大歓迎を受けた。しかし，その後の交渉は品質や価格の点で進展せず，
12月25日に長期的な石油供給で双方の合意が成立した。ネパール側の意向は中国
石油をインド石油に対抗できる価格水準で輸入することであり，そのために中国
側に無税措置などを要望した。石油輸入国である中国側は，ヒマラヤ越えの道路
や中継地施設の整備，対外直接投資の促進，ネパールを経てインドに至る南アジ
ア回廊の構築など，中長期的に経済関係を拡大強化する足がかりをつくった。

その他の諸国
　 4月25日の大地震発生直後に，近隣諸国をはじめ，主要国や国際機関，国際
NGOなどが支援の手を差し伸べた。捜索救援活動には34カ国から134団体，4521
人が参加し，また60カ国から物的支援が届けられた。国連は， 4月2₉日，総額 4
億2200万ドルに上る向こう 3カ月間の緊急人道支援を呼び掛けた。
　震災発生から 2カ月後の 6月25日，カトマンドゥで震災復興国際会議が，60の
国や国際機関などが参加して開かれた。インドと中国や先進諸国は合わせて22億
ドルの贈与と22億ドルの融資を約束した。ネパール政府は現金の支援を期待した
が，支援国側はネパール政府のガバナンスの不足を理由に要求された支援額には
簡単に応じなかった。また，援助機関，とくに国際 NGOは，ネパール政府を経
由せず，独自のネットワークを通じた復興支援活動を望んだ。これに対して，ネ
パール内務省は『ゴルカ地震2015：探索，救助，救済活動』と題する報告書のな
かで，援助国や国際機関の復興支援金はその主要部分が外国人派遣スタッフの人
件費となり，また不要人員の派遣や不要物資の持ち込みにより，震災犠牲者の救
済に役立っていないと指摘し，不満を表明した。
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大地震が加速した「ネパール憲法 2015」の制定とその後の政治的混乱

2016年の課題
　新憲法の制定とその履行は， 2つの軍事組織（国軍［旧国王軍］と UCPN-M人
民解放軍）の統合および和平移行期の司法制度の確立と合わせて，包括的な和平
構築の重要な一環をなすものとされてきた。新憲法の制定に 7年以上の歳月をか
けたネパールは，ようやく安定と平和と繁栄の手がかりを得るはずであった。け
れども，期待は大きく外れ，逆にタライ地域の紛争により国内情勢は大きな混乱
に陥った。そのため，新憲法の制定直後から，反対勢力の要求を取り込んだ憲法
改正が大きな課題になり，全人口の半数を擁するタライ地域の原住民やマデシの
政治勢力は，連邦州の数と州の境界線引き，選挙区割り，国家機関への参加枠の
確保などの実現を目指して，硬軟取り混ぜた交渉を政府と続けている。
　2016年は，まず第 1に，政府と UDMFとの交渉によって連邦州の数，境界，
州の名称が確定され，新憲法がネパール国民のより多くに受け入れ可能なものと
なるか否かが大きな課題になる。第 2に，憲法の履行に向けた取り組みとして，
地方選挙と代表議会選挙の準備（選挙区の設定，定数とその配分など）がどのよう
に進められるかが注目される。第 3は，ゴルカ地震の大災害からの復興計画の策
定と履行の開始である。第 4に，インドとの関係をどのように修復するかである。
　オリ首相はマデシ政党に対して抑圧的姿勢を保ち続けてきた経緯があり，憲法
改正に対してどのように対処するのか。政権存命にもかかわる問題であるだけに
注目していく必要がある。解散した憲制議の最大勢力でありながら野党に転落し
た NCは体制の立て直しと政権復帰戦略をどのように展開するか。これら 2大政
党の狭間で，連立与党に食い込んだ UCPN-Mはどのような独自色を出していく
ことができるのか。 3党の駆け引きが注目される。
 （日本大学教授）
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1 月 1 日 ▼ネムワン議長，憲法草案作成で議
長職権強化か政党合意かを憲法制定議会（憲
制議）に迫る。
2 日 ▼ ₃ 党（ネパール国民会議派［NC］，

ネパール共産党統一マルクスレーニン主義派
［CPN-UML］，統一ネパール共産党毛沢東主
義派［UCPN-M］）と統一マデシ民主戦線
（UDMF），憲法争点の ₂党間・多党間協議。
4 日 ▼シタウラ起草委員会委員長，憲法草

案作成は委員会任務とし起草作業準備指示。
5 日 ▼ UCPN-M主導の野党₃₀党（₃₀党），

連邦₁₀州案含む統一要求公表。
8 日 ▼憲制議，合意委員会に憲法争点の解

消合意案または憲法争点票決議案作成を ₁月
₁₃日回答期限付きで指示。
13日 ▼フェルトマン国連事務総長補佐官，
憲法制定状況視察のため来訪（～₁₅日）。

▼合意委員会，憲制議に報告書再提出。
14日 ▼ ₃₀党，ネパール共産党毛沢東主義派

（CPN-M）らと票決反対共同抗議行動で合意。
16日 ▼ 連立与党議員₄₁₃人，票決による期

限内憲法制定要求署名を議長に提出。
19日 ▼ガッチャダール・マデシ人権フォー
ラム（民主）（MJFD）議長，争点部分棚上げ
した憲法草案の妥協案提示。
20日 ▼議長， 憲制議に憲法争点票決議案作

成委員会（票決議案委）設置案提出。
22日 ▼憲制議，憲法制定期限超過。
23日 ▼コイララ首相，国民の期待を裏切る
結果になったとテレビ演説で表明。
25日 ▼憲制議，票決議案委設置案可決。
26日 ▼ ₃₀党，票決反対抗議行動計画公表。
31日 ▼票決議案委，作業工程小委員会設置。
2 月 2 日 ▼票決議案委，憲法争点票決議案作
成小委員会設置。
5 日 ▼憲制議，憲法争点票決議案作成小委

員会の作業期限 ₅日間延長。

▼₃₀党，票決議案委設置抗議行動計画公表。
9 日 ▼票決議案委，議長に票決議案報告書

提出。
10日 ▼政府，真実究明 ･調停委員会と行方

不明者調査委員会の委員長をそれぞれ任命。
12日 ▼憲制議，票決議案委報告書承認。
15日 ▼ ダハール UCPN-M議長，首相との
個別会談不調で街頭抗議行動強化。
19日 ▼ ₃₀党， ₃月末までの抗議行動公表。
25日 ▼ NC，UCPN-Mに協議へ復帰呼掛け。
26日 ▼最高裁判所，真実究明 ･調停委員会
と行方不明者調査委員会法の一部無効判決。
28日 ▼ ₃₀党，票決反対大量動員集会開催。
3 月 1 日 ▼ UCPN-M，連立与党の協議復帰
呼掛けに ₁月₁₉日中間提案が最低線と回答。
2 日 ▼バッタライ元首相，ニューデリーで

講演し現下のネパール政治問題の解決にイン
ドの積極的役割強調。
4 日 ▼スワラージ・インド外相，ニューデ

リー訪問中のバッタライ元首相との会談で合
意に基づくネパールの憲法制定強調。
7 日 ▼ ₃ 党と UDMF，憲法争点公式協議

再開。
9 日 ▼ UCPN-M議長，テレビ番組で憲法

制定期限 ₅月₂₈日（共和国の日）に言及。
14日 ▼ ₃ 党と UDMF，連邦制で合意不成立。
15日 ▼ ₃₀党，首相の中止要請を無視して街
頭抗議行動計画公表。
18日 ▼議長，与野党合意期限 ₃月₂₅日まで

延長後さらに ₃月₂₉日まで再延長。
23日 ▼ UCPN-M議長，訪中（～₂₈日）。
26日 ▼ヤダヴ大統領，訪中（～ ₄月 ₁日）。
29日 ▼議長，憲制議 ₄ 月 ₆ 日招集決定。
4 月 1 日 ▼ UCPN-Mほか ₅党，最高裁に ₂
月₂₆日の判決見直しを要求。

重要日誌 ネパール　2015年
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2015年　重要日誌

2 日 ▼ジャイシンカール印外務次官，来訪
（～ ₃日）。
3 日 ▼ UCPN-M，₂月₂₆日最高裁判決反論

メモを首相に提出。
6 日 ▼議長，憲制議開会 ₄月₁₃日まで延期。
7 日 ▼ ₃₀党， ₃日間のスト初日で中止。
13日 ▼議長，憲制議開会 ₄月₁₉日まで延期。
19日 ▼憲制議， ₄月₂₃日まで開会延期。
20日 ▼首相，インドネシア訪問（～₂₇日）。
₂₃日に習近平中国国家主席と会見。₂₆日急
きょ帰国。

▼ ₃ 党，合意部分から憲法草案作成開始を
承認。

▼中西部の豚インフルで死者₂₄人以上。
23日 ▼議長， ₄月₃₀日票決公表。
24日 ▼ ₃₀党，スト中止後の初会合で闘争方
針再検討部会設置確認。
25日 ▼ ゴルカ郡を震源とするM7.8の大地

震発生。
29日 ▼国連，4.₂₂億㌦の緊急支援要請。
5 月 1 日 ▼国連と欧州連合，ネパール緊急救
援を国際社会に訴え。
6 日 ▼政府，救助から救援段階に移行し物

資よりも現金の支援要請。
7 日 ▼ ₃₀党，震災対応で中央から地方末端

にわたる全政党機関の設置要請。
9 日 ▼ ₄ 元首相，挙国一致政府設立呼掛け。

▼立法議，₂₇項目の復興対策承認。
12日 ▼シンドゥパールチョクとドルカ郡境

を震源とするM7.3の大規模余震発生。
13日 ▼立法議，復興特別委員会設置。

▼議長，立法議員に対する救援物資のテン
ト優先配布中止を政府に要請。
15日 ▼政府，震災復興ニーズ調査開始。
17日 ▼連立与党，挙国一致政府樹立で合意。
20日 ▼復興特別委員会，郡と村段階に全政
党機関の設置を政府に指示。

21日 ▼政府，復興支援調整会議設置。
22日 ▼復興特別委員会，被災郡調査結果に

基づき集団移転含む復興策を政府に提示。
24日 ▼院外₃₃党，首相に₂₁項目要望書提出。
26日 ▼デウバ NU議員，挙国一致政府の必

要性再強調。
28日 ▼憲制議，第 ₂回憲法制定期限超過。
29日 ▼ CPN-UMLと UCPN-M，政権交代

で一致。
30日 ▼ NC，政権交代は憲法制定後と反論。
31日 ▼ ₃ 党，憲法争点解消と挙国一致政府
樹立の一括推進で原則合意。
6 月 1 日 ▼ ₃ 党， ₁ カ月内の憲法制定で合意。
3 日 ▼国家計画委員会，首相指揮の国家再

建復興実施委員会設置を政府に要請。
4 日 ▼議長，憲制議開会 ₄日延期。
6 日 ▼ ₃ 党，₃₀党と連邦制協議。
8 日 ▼ ₃ 党とMJFD，₁₆項目合意。

▼潘基文国連事務総長，₁₆項目合意称賛。
9 日 ▼首相，憲法制定後辞職表明。

▼ CPN-UML，挙国一致内閣樹立呼掛け。

▼₃₀党，UCPN-M支持派と反対派に分裂
して集会開催。
14日 ▼ UDMF，₁₆項目合意反対デモ。
15日 ▼マデシ人権フォーラム（ネパール）と

連邦社会主義党とカースト包摂国民党，連邦
社会主義フォーラム（ネパール）（FSF-N）結成。
19日 ▼最高裁，₁₆項目合意差止め仮処分。
25日 ▼政府，ネパール復興国際会議開催。
28日 ▼起草委員会，憲法草案承認。
29日 ▼起草委員会，憲政議に憲法草案提出。
30日 ▼憲制議，憲法草案上程。
7 月 1 日 ▼憲制議，議員に憲法草案配布。
2 日 ▼憲制議，憲法草案審議期間短縮決議。
3 日 ▼ UCPN-M議長，党議員団に憲法草

案承認の経過説明。
4 日 ▼ ₃ 党， ₈ 月 ₅ 日までの憲法制定で合
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意。
5 日 ▼原住民憲制議員₆₀人，憲制議に₅₃項

目の憲法草案改正要望書提出。
7 日 ▼憲制議，憲法草案承認。
8 日 ▼大統領，年次政策文書公表。
9 日 ▼憲制議，憲法草案公表し₁₅日間の憲

法法案策定作業日程承認。

▼ UDMF， ₇月₁₁～₁₄日の憲法草案反対
行動計画公表。
14日 ▼ 政府，₈₁₉₄.7億ルピ

ー の₂₀₁₅/₁₆年度予
算案を立法議上程。

▼ UCPN-M議長，訪印（～₂₀日）。
20日 ▼憲制議，全国で公聴会開催（～₂₁日）。
27日 ▼憲制議，公聴会の結果取りまとめ。

▼ ₃ 党，憲法法案から「世俗国家」の用語
削除で合意。
29日 ▼憲制議，公聴会の意見反映した合意

委員会報告 ₄日以内提出指示。
30日 ▼合意委員会，憲制議の指示で連邦区
割案見直しのため特別タスクフォース設置。
31日 ▼デウバ NC議員，訪印（～ ₈月 ₃日）。
8 月 1 日 ▼ UDMFと少数民族政党，憲法草
案反対行動計画公表。
3 日 ▼ FSF-N，憲法草案反対共同行動公表。
8 日 ▼合意委員会特別タスクフォース，連

邦 ₆州案への見直し結果を合意委員会に報告。
9 日 ▼合意委員会，憲法草案修正意見報告

書を憲制議に提出。
12日 ▼憲制議，憲法草案修正意見報告書承
認し起草委員会に憲法法案作成指示。
18日 ▼ UDMF，無期限スト突入。
21日 ▼ ₃ 党，連邦 ₇州案への再見直し合意。

▼ MJFD， ₃党との協力関係解消。
23日 ▼憲制議， 憲法法案上程。
24日 ▼タルー自治州要求デモ隊と治安部隊，

カイラーリ郡で衝突し死者 ₉人，負傷者多数。
30日 ▼憲制議，憲法法案審議終了。改正動

議提出期限 ₆日間設定。
9 月 2 日 ▼ MJFD， ₃党に憲法法案の連邦区
割案の見直し要求。
5 日 ▼憲制議，憲法法案の改正動議提出期

限終了。
11日 ▼大統領，議長に文書で票決延期要請。
12日 ▼大統領，首相に憲法法案票決延期と

反対勢力との協議継続要請。
13日 ▼憲制議，憲法法案逐条採決開始。
15日 ▼首相，大統領に憲法公布日を通知し

公表式出席要請。
16日 ▼憲制議，憲法法案と同改正案可決。
18日 ▼ジャイシンカール ･インド外務次官，

モディ・インド首相特使として来訪（～₁₉日）。
▼憲制議員，憲法文書に署名（合計₅₃₇人）。

20日 ▼ 大統領，「ネパール憲法₂₀₁₅」制定
公表。

▼憲制議，新憲法制定されたため解散。
21日 ▼インド外相，タライ暴動に懸念表明。

▼インド，非公式物流規制開始。
22日 ▼ ₃ 党，党首会談で緊急対応策協議。

▼立法議₂₂党，物流規制に対抗決意表明。
23日 ▼首相，国連総会出席中止。
24日 ▼政府，燃料危機対策で ₃委員会設置。
26日 ▼ バッタライ元首相，UCPN-M離党

し立法議員辞職。
27日 ▼超党派女性議員連盟，憲法改正₃₉項
目要望書作成。
28日 ▼ ₃ 党，対 UDMF協議団設置。

10月 2 日 ▼首相，大統領に立法議政党の合意
による首相選出要請。
3 日 ▼ UDMF，対政府・ ₃党協議団設置。
5 日 ▼ 政府と UDMF，憲法改正公式協議

開始。
7 日 ▼政府，立法議に憲法改正法案提出。
8 日 ▼ FSF-N議長，憲法改正法案拒否し

闘争継続表明。
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▼ ₃ 党，首相候補者選出で合意に達せず。

9 日 ▼政府，外相代表の対インド交渉委員
会設置。
11日 ▼立法議，オリ CPN-UML委員長を首
相に選出。
12日 ▼首相，閣僚 ₈人を任命。
15日 ▼連立与党，高級レベル政治調整委員
会（HLPCC，委員長は UCPN-M議長）設置。
16日 ▼立法議，オンサリ ･ガルチ ･マガー
ル前憲制議副議長を議長に選出。
17日 ▼タパ外相，インド訪問（～₁₉日）。
18日 ▼オリ首相，閣僚 ₈人を任命。
19日 ▼政府，対 UDMF拡大協議団設置。
21日 ▼政府と UDMF，憲法改正を協議。
28日 ▼立法議，ビダヤ ･デヴィ･バンダリ

CPN-UML副委員長を大統領に選出。

▼ネパール石油公社，北京で中国国営石油
公社と石油輸入合意覚書署名。
29日 ▼インド石油公社，ネパールへの石油

製品通関量一時的増加。
11月 1 日 ▼ NOC，初の中国石油輸送車 ₃台
到着。
2 日 ▼オリ首相とモディ･インド首相，ビ

ルガンジでマデシ勢力と治安当局との衝突に
巻き込まれたインド人死亡事件で電話会談。
3 日 ▼ UCPN-M，バッタライ新勢力移籍

希望党員₄₅人離党申請で，うち ₅人を ₄日除
名処分。
5 日 ▼オリ首相，閣僚 ₇人を任命。
9 日 ▼内閣，物流規制中止要請特別決議を

外交ルート通じてインドに送致。

▼オリ首相，閣僚 ₄人を任命。
15日 ▼オリ首相，インドの非公式物流規制

で人道的危機に直面とテレビ演説で訴え。
21日 ▼潘基文国連事務総長，ネパール ･イ
ンド国境物流規制排除を全関係者に訴え。
23日 ▼ UDMFと治安部隊，サプタリ郡下

で衝突し死者 ₃人負傷者多数。
24日 ▼政府，「経済情勢と対策」白書公表。
25日 ▼政府，₂₄日のスンサリ郡下インド国

境警備隊領内侵犯と無差別発砲によるネパー
ル人 ₄人の負傷事件でインドに特別抗議。　
30日 ▼ 与野党と UDMF， ₃者協議で就任
後初出席のオリ首相の誠意なく成果なし。

▼市民団体，首都でインドの非公式物流規
制反対手つなぎデモ。
12月 1 日 ▼タパ外相，インド訪問（～ ₃日）。
7 日 ▼ 政府，「人民の間の人民の憲法」

キャンペーン（ ₁カ月間）開始。
15日 ▼政府，憲法改正法案と復興庁設置法

案を立法議に提出。
16日 ▼立法議，復興庁設置法案可決成立。

▼政府，バンダリ大統領参詣ヒンドゥー教
寺院浄化儀礼を実行したマデシ青年を非難。
21日 ▼ 政府，UDMFに連邦再区割り見直

し含む ₃項目提案示し闘争中止呼掛け。

▼インド政府，ネパール政府の対応案歓迎。

▼ラエ駐ネパール ･インド大使，タライ危
機への政府対応案につき UDMFの意見聴取。
22日 ▼ UDMF，政府 ₃項目提案正式拒否。
23日 ▼ 政府，立法議に憲法改正法案（改定

版）提出。
24日 ▼オリ首相，閣僚₁₀人を任命。

▼タパ外相，訪中（～₂₉日）。₂₅日，王毅中
国国務院外交部長と長期石油輸入協定署名。
30日 ▼ UDMF，ダヌシャ郡下で₂₈日から
の治安部隊との衝突で負傷者₁₀₀人以上。
31日 ▼政府，再開立法議の憲法改正法案審

議で UDMFの修正動議受入表明。
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参考資料 ネパール　2015年

　 1 　国家機構図（₂₀₁₅年₁₂月末現在）

　 2 　�政府要人およびオリ内閣（₂₀₁₅年₁₀
月₁₁日発足）の閣僚（カッコ内は所
属政党1））

大統領 Bidhya Devi Bhandari ₂ ）（CPN-UML）
副大統領 Nanda Kishor Pun（UCPN-M）

立法議会議長
 Onsari Gharti Magar2）（UCPN-M）
同副議長 Ganga Prasad Yadav（RPP-N）

首相 Khadga Prasad Sharma Oli（CPN-UML）
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　閣僚会議大臣
副首相，公共事業・運輸管理省
 Bijaya Kumar Gachchadar（MPRF-D）
副首相，外務省兼連邦制度・地域開発省
 Kamal Thapa（RPP-N）
副首相，国防省
 Bhim Bahadur Rawal（CPN-UML）
副首相，女性・子供・社会福祉省
 Chandra Prakash Mainali（CPN-ML）
副首相，協同組合・貧困撲滅省
 Chitra Bahadur KC（RJ）
副首相，エネルギー省
 Top Bahadur Rayamajhi（UCPN-M）
財務省 Bishnu Prasad Paudel（CPN-UML）
水供給・衛生省 Prem Bahadur Singh（SJP）
労働・雇用省 Deepak Bohara（RPP-N）
教育省 Giri Rajmani Pokharel（UCPN-M）
森林・土壌保全省
 Agni Prasad Sapkota（UCPN-M）
内務省 Shakti Bahadur Basnet（UCPN-M）
平和・復興省 Eak Nath Dhakal（NPD）
青年・スポーツ省
 Satya Narayan Mandal（CPN-UML）
法務・裁判・国会省
 Agni Prasad Kharel（UCPN-M）
産業省 Som Prasad Pandey（CPN-UML）
農業開発省
 Haribol Prasad Gajurel（UCPN-M）
土地改革・管理省
 Ram Kumar Subba（RPP-N）
保健省 Ram Janam Chaudhari（MPRF-D）
情報 ･通信省 Sher Dhan Ral（CPN-UML）
畜産開発省 Shanta Manavi（CPN-UML）
総務省 Rekha Sharma2）（UCPN-M）
商業 ･供給省 Ganesh Man Pun（UCPN-M）
灌漑省 Umesh Kumar Yadav（UCPN-M）

文化・観光・民間航空省
 Ananda Prasad Pokheral（CPN-UML） 
人口・環境省 Bishwendra Paswan（BSP）
科学・技術省 Shivalal Thapa（RJP）

　国務大臣
産業省 Megh Raj Nepali（MSP）
保健省 Mohamad Mustak Aalam（MSP）
土地改革 ･管理省
 Bikram Bahadur Thapa（RPP-N）
地域開発省 Kunti Kumari Shahi2）（RPP-N）
水供給・衛生省
 Dinesh Chandra Yadav（CPN-UML）
財務省 Damodar Bhandari（CPN-UML）
文化・観光・民間航空省
 Bala Bahadur Mahat（CPN-UML）
畜産開発省
 Nardevi Pun Magar2）（CPN-UML）
都市開発省
 Manju Kumari Chaudhari2）（CPN-UML）
平和・復興省
 Dipnarayan Shah（CPN-UML）

　副大臣
土地改革 ･管理省 Dinesh Shrestha（RPP-N）
連邦制度・地域開発省 Biraj Bista（RPP-N）

（注）　 ₁）政党名は次のとおり。CPN-UML：ネ
パール共産党統一マルクスレーニン主義派，
UCPN-M：統一ネパール共産党毛沢東主義派，
RPP-N：国民民主党（ネパール），MPRF-D：
マデシ人権フォーラム（民主），CPN-ML：ネ
パール共産党マルクスレーニン主義派，RJ：
国民戦線，BSP：バフンの力党，MSP：マデ
シ 平 等 党，SJP： 社 会 主 義 国 民 党，
RJP：国民解放党，NPD：ネパール家族党。
　　　 ₂）女性。
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主要統計 ネパール　2015年

　 1　基礎統計
2010/11 2011/12 2012/13 2013/14 2014/151）

人 口（100万人） 26.5 26.9 27.2 27.6 27.6 
消 費 者 物 価 上 昇 率2）（％） 9.6 8.3 9.9 9.1 7.5 
為替レート3）（ 1 ドル＝ルピー） 72.3 81.0 88.0 98.2 98.7 
（注）　 1）暫定値。 2）2005/06を基準年とする。 3）外貨売り渡し価格と買い取り価格の年平均値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2014/2015, Macroeconomic Indicators.

　 2　支出別国内総生産（名目価格） （単位：100万ルピー）
2009/10 2010/11 2011/12 2012/13 2013/141）

消 費 支 出 1,056,185 1,176,030 1,359,539 1,516,129 1,730,312
政 府 部 門 119,189 130,917 164,370 168,407 201,915
民 間 部 門 916,993 1,022,126 1,167,861 1,318,561 1,493,375
非 営 利 部 門 20,002 22,987 27,307 29,161 35,022

総 資 本 形 成 456,489 519,268 526,889 632,601 785,842
政 府 固 定 資 本 形 成 53,665 63,806 71,555 75,386 94,979
民 間 固 定 資 本 形 成 211,223 228,924 245,629 307,583 367,034
在 庫 変 動 191,602 226,538 209,704 249,629 323,829

財 ・ サ ー ビ ス 輸 入 434,198 450,059 512,948 634,899 800,552
財 ・ サ ー ビ ス 輸 出 114,298 121,714 153,863 181,180 226,022
国 内 総 生 産（GDP） 1,192,774 1,366,964 1,527,344 1,695,011 1,941,624
（注）　 1）修正値。なお，2014/15の数値は原表に記載なし。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2014/2015, Statistical Table 1.7: GDP by 

Expenditure Category.

　 3　産業別国内総生産（2000/01年固定価格） （単位：100万ルピー）
2010/11 2011/12 2012/13 2013/141） 2014/152）

農 業 ・ 林 業 ・ 水 産 業 214,787 224,731 227,193 233,717 238,077
鉱 業 ・ 採 石 2,637 2,770 2,861 2,976 3,002
製 造 業 41,923 43,445 45,059 47,888 49,015
電 気 ・ ガ ス ・ 水 道 13,564 14,690 14,731 15,248 15,425
建 設 業 37,126 37,207 38,119 40,837 42,293
卸 小 売 ・ ホ テ ル ・ 飲 食 業 86,542 89,967 95,933 104,718 108,375
運 輸 ・ 倉 庫 ・ 通 信 57,504 62,160 66,915 72,460 76,251
金 融 ・ 不 動 産 ・ 賃 貸 業 75,057 77,417 78,531 82,707 83,511
公 務 ・ 国 防 10,806 11,203 11,822 12,418 13,134
教 育 39,799 42,019 44,505 46,646 48,963
保 健 ・ 社 会 サ ー ビ ス 33,611 35,754 37,498 39,194 41,775
国 内 総 生 産（GDP） 639,694 670,279 697,954 735,508 760,243
実 質 Ｇ Ｄ Ｐ 成 長 率（％） 3.42 4.78 4.13 5.38 3.36
（注）　 1）修正値。 2）暫定値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2014/2015, Statistical Tables 1.2: Gross 

Value Added by Industrial Division.
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　 4 　対外貿易 （単位：100万ルピー）
区　分2） 対インド 対インド以外 合　計

2012/13 輸　出 51,000.0 25,917.0 76,917.0
輸　入 367,031.0 189,709.0 5,567,408.0

2013/14 輸　出 59,614.0 32,378.0 91,991.0
輸　入 477,947.0 236,419.0 714,366.0

2014/151） 輸　出 36,509.0 20,359.0 56,868.0
輸　入 319,922.0 175,997.0 505,919.0

（注）　 1）2014年 7 月16日から2015年 3 月15日までの暫定値。 2）輸出は FOB，輸入は CIF。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2014/2015, Statistical Table 6.1: Direction 

of Foreign Trade.

　 5 　国際収支　 （単位：100万ルピー）
2011/12 2012/13 2013/14 2014/151）

貿 易 収 支 -373,141.3 -461,304.5 -595,413.0 -435,169.0 
輸 出（FOB） 81,511.8 85,989.8 100,961.0 64,687.0 
輸 入（CIF） -454,653.1 -547,294.3 -696,373.0 -499,856.0 

サ ー ビ ス 収 支（純） 14,057.0 7,585.8 20,882.0 10,604.0 
所 得 収 支（純） 12,291.4 13,078.8 32,752.0 15,553.0 
移 転 収 支（純） 422,772.1 497,700.6 631,500.0 420,659.0 
経 常 収 支（贈与除く） 397,440.0 22,880.2 41,202.0 9,291.0 
経 常 収 支（贈与含む） 75,979.2 57,060.7 89,722.0 11,647.0 
資 本 収 支 18,241.7 10,348.3 17,064.0 7,633.0 
金 融 勘 定 28,912.8 12,496.3 11,148.0 8,589.0 
そ の 他 資 本 ・ 誤 差 脱 漏 16,939.1 3,335.4 11,928.0 13,635.0 
総 合 収 支 140,072.8 83,240.7 129,861.0 41,503.0 
（注）　 1） 2014年 7 月16日から2015年 3 月15日までの暫定値。
（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Economic Survey 2014/2015, Statistical Table 6.9: Balance 

of Payments Summary.

　 6 　国家財政 （単位：100万ルピー）
2013/14 2014/151） 2015/162）

総 収 入 410,863.6 431,234.0 585,941.5 
歳 入 368,657.9 393,506.7 475,012.1 

税 収 312,439.9 353,505.8 427,011.0 
非 税 収 50,483.7 40,000.9 48,001.1 

贈 与 42,205.8 37,727.3 110,929.5 
総 支 出 370,226.5 425,780.7 693,143.6 

経 常 支 出 303,531.7 339,199.4 484,266.4 
資 本 支 出 66,694.7 86,581.3 208,877.2 

（総 収 入 － 総 支 出）3） 40,637.1 5,453.3 -107,202.1 
資 金 調 達

政 府 貸 付 金 12,927.9 20,226.5 48,911.7 
政 府 出 資 金 9,451.0 10,177.9 11,946.8 
外 国 借 款（純） -1,274.2 -7,955.2 -72,601.3 
国 内 借 入（純） 5,169.6 5,006.8 -46,896.6 

残 高4） -14,362.9 220,029.0 48,562.7 
（注）　 1）暫定値。 2）推定値。 3）－表示は財政黒字／＋表示は財政赤字。
　　　 4）＋表示は過少／－表示は過多。

（出所）　Government of Nepal, Ministry of Finance, Budget Speech of Fiscal Year 2015/16, Budget Summary 
Fiscal Year 2015/16, Annex-1.
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